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水産業復興へ向けた現状と課題について
漁政部　漁政課

　今年の3月11日で東日本大震災の発生から7年が経過し、水産業の復旧・復興は、関係者の皆様の多大なる
ご努力により一歩ずつ進んでいます。これまでの水産業の復旧・復興に向けた取組みと今後の課題についてまと
めました。
　水産庁は、引き続き水産業の復旧・復興に向けて全力で取り組んでまいります。

東日本大震災からの水産の復旧・復興状況
【水揚げについて】

直近年の水揚量、水
揚げ金額について
は、震災前年と比べ
てそれぞれ70％、
93％の水準です。

【漁港の復旧について】
漁港の復旧について
は、被災した漁港の
全てで陸揚げ可能で
す。

【漁船の復旧について】
漁船の復旧目標（2
万隻）については、
93％まで進捗して
います。

【養殖業の復旧について】
直近年のホタテ、ギ
ンザケの養殖生産量
は、震災前と比べて
そ れ ぞ れ73 ％、
82％の水準です。
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【水産加工流通施設の復旧について】
加工流通施設の復旧
については、被災し
た水産加工施設の
95％が業務を再開
しています。

【漁場のがれき処理について】
がれきにより漁業活
動に支障のあった定
置及び養殖漁場のほ
とんどで撤去が完了
しています。

水産加工業の復興に向けた取組
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　福島県の沿岸・沖合海域では黒潮と親潮がぶつかり合うため、魚の種類も多くかつ高品質の魚が漁獲され、従来「常
磐もの」として評価されていました。
　しかしながら、東日本大震災及びこれに伴う東京電力福島第一原子力発電所事故（以下「原発事故」とします。）
の影響で、7年が経過した現在においても福島県では本格的な操業再開には至っていません。本稿では、試験操業・
販売等による本格的な操業再開に向けた取組を紹介します。

1．試験操業・販売の開始まで
　原発事故の直後より、福島県漁業協同組合連合会（以下「JF福島漁連」
とします。）は、福島県沖における全ての沿岸漁業と底びき網漁業の操
業を自粛しました。
　一方で福島県は、水産物の放射性物質の影響を確認するためのモニタ
リング調査をいち早く開始しました。検体数はのべ5万検体（平成30
年1月末時点）に及び、現在も継続しています。これらの検査結果につ
いては、福島県庁のホームページで公開されています＜https://www.
pref.fukushima.lg.jp/site/portal/gyokai-monitoring.html＞。
　JF福島漁連は、前述のモニタリング調査の結果から放射性物質の安
全性が確認された魚種を対象に、小規模な操業と販売を行うことによっ
て、出荷先での評価を調査するとともに、出荷を通じて福島の魚の安
全性をアピールするための試験操業・販売の検討を行いました。
　その結果、図1に示した意志決定の流れに沿って慎重に試験操業計
画を策定した上で、試験操業が平成24年6月に開始されました。

　試験操業・販売にあたり、JF福島漁
連では消費者の安心のため、自主検査と
して水揚毎に全ての種について検体を採
取、簡易分析装置により放射性物質を検
査し、自主基準である50Bq/kg以下で
あることを確認した上で出荷していま
す。また、シラスのように加工後に出荷
するものについては、生鮮状態での検査
に加えて、加工後にも加工場毎に放射性
物質検査を実施し、50Bq/kg以下であ
ることを確認した上で出荷しています
（図2）。

福島県の漁業の本格的な再開に向けて
増殖推進部　研究指導課

図2　JF福島漁連の検査体制
（福島県作成資料より）

自主検査の様子
（いわき市小名浜魚市場）

図1　「試験操業」における意志決定の流れ
（福島県作成資料より）

試験操業の水揚げの様子
（相馬市松川浦漁港）

水揚げの様子
（いわき市小名浜港）

荷捌きの様子
（いわき市沼之内魚市場）

入札の様子
（いわき市勿来魚市場）
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2．試験操業・販売の歩み
（1）対象種

平成24年6月の試験操業開始時には、対象種はミズダコなど3種
でしたが、その後福島県のモニタリング検査により安全が確認された
魚種が次々と追加され、平成29年3月には対象種が97種にまで拡
大しました。同年4月以降はJF福島漁連の出荷方針を改定し、「出荷
制限魚種を除く全ての魚種」となっています。ただし、食用出荷が見
込まれないなどの理由で福島県がモニタリングを行っていない魚種は
除かれます（図3）。

（2）対象漁業種
 　試験操業開始時は、底びき網漁業と沖合のタコカゴ漁業の2漁業種
でしたが、その後、沿岸域の船びき網漁業や刺網漁業、潜水漁業など
が次々と追加されました。また、平成29年
秋からはアオノリ（ヒトエグサ）養殖の試験
操業が開始されたことから、震災前に福島県
で実施されていたほぼ全ての沿岸漁業種での
試験操業が実施されています。

（3）操業海域の拡大
平成24年6月当初は相馬沖の水深150m
以深の海域に限って実施していましたが、対
象魚種の拡大等により漁場が拡大し、現在で
は東京電力福島第一原子力発電所の半径10km以内海域を除く全ての
海域で何らかの漁業種類による試験操業が実施されています（図4）。

（4） 水揚・販売の状況
 　試験操業・販売による水揚量は図5に示すように、毎年順調に増加
し、平成29年には約3,286トン（JF福島漁連の速報値）となりま
した（図5）。しかしながら、震災前の沿岸漁業と底びき網漁業の水
揚量の約13％程度に留まっており、生産・販売量の増大が課題となっ
ています。
　現在、試験操業による漁獲物の出荷は、相馬双葉地区においては相
馬原釜魚市場で、いわき地区においては小名浜・沼之内・勿来（なこ
そ）の各魚市場で行われています。いわき地区で出荷が3箇所となっ
ているのは、買受人の利便性を考慮してのものです。
　また、試験操業の開始当初、魚市場での値決めは相対取引により決
定されていましたが、平成29年中にいずれの市場でも入札による値
決めに移行しました。

（5）福島県のモニタリング、JF福島漁連の自主検査の結果
　福島県による海産魚介類での放射性物質モニタリング検査は、毎週
200検体程度実施されていますが、平成27年4月以降3年近くに
わたって国の放射性物質基準値（100Bq/kg）を超過するものは出
ていません（図6）。また、最近では大半の検査結果で放射性物質が「不
検出」となっています。
　また、JF福島漁連が相馬原釜魚市場と小名浜魚市場（沼之内と勿
来の魚市場で水揚げされた魚について
も小名浜で検査しています。）とで実施
している自主検査においても、大半の
ものが「不検出」となっています。JF
福島漁連による自主検査の結果はJF福
島漁連のホームページで全て公表され

図４　「試験操業」の操業海域
（福島県作成資料より）

図６　福島県による海産物の放射性物質モ
ニタリング検査結果（水産庁取りまとめ）

本年、震災後初出荷された
松川浦のアオノリ

ています＜http://www.fsgyoren.jf- ＭEＣ認証を受けた
net.ne.jp/siso/sisotop.html＞。 常磐もののヒラメ

図５　福島県の沿岸漁業による漁獲量の推移
（福島県作成資料より）

図３　試験操業･販売の対象種
（福島県作成資料より）
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（6）水産エコラベルの取得
資源管理に配慮して漁獲した水産物に与えられる「水産エコラベル」

の国内認証（MEL）について、本年2月に福島県のヒラメ、ヤナギムシ
ガレイ、コウナゴ、ホッキガイ、アワビ、マアナゴの6種類が「生産段
階認証」を受けました（漁法ごとに認証を受けるため、認証件数は12件
になります）。現在、国際認証（MSC）取得の手続きも進められています。

（7）消費者への情報発信
JF福島漁連は平成29年3月以降4回にわたり、「福島 のぞいて、食

べて、福島県漁業を知ろう 福島県漁業の今と試食会」という水産バイヤー
と一般消費者に向けたイベントを築地魚河岸スタジオ・イベントホール
において開催しています。このイベントでは、福島県での漁業の現状を
パネル等で展示するとともに、福島の魚（本年3月3日の第4回イベン
トの場合はヒラメの刺身、煮アナゴ、メヒカリ（アオメエソ）の唐揚げ
各1千食）が試食品として提供され、外国人観光客やお子さん方も含め
幅広い客層の方々が福島の魚を試食されました。
　この他にも平成29年11月のフィッシュワングランプリ、福島お魚フェ
スティバル等のイベントにおいて、JF福島県漁協女性部連絡協議会の皆
様による福島産の魚を使用した料理が振る舞われ、来場者から好評を得
ました。
　水産庁でも、福島県やJF福島漁連と連携し、東京・大阪のシーフード
ショー、東北復興水産加工品展示商談会、上記フィッシュワングランプ
リ等の水産関連イベントの際、水産物の安全性に関するセミナーを実施
するとともに、水産物の安全性を啓発するパンフレット等を配布・説明
しています。
　これらの取組につきましては、水産庁の公式フェイスブックにおいても、
紹介させていただいております。ぜひ御覧下さい＜https://www.
facebook.com/suisanjapan.jfa＞。
　また、本年1月に水産庁は公益委財団法人 海洋生物環境研究所の協力
で「安心して魚を食べ続けるために 知って欲しい放射性物質検査の話」
というリーフレットを作成し、水産物の安全性への理解拡大に努めてい
るところです。このリーフレットは水産庁のホームページでも御覧いた
だ け ま す ＜http://www.jfa.maff.go.jp/j/koho/saigai/attach/pdf/
index-25.pdf＞。

　本年2月3日、東京都内にて、「平成29年度ふるさとづくり大賞」の授
賞式が行われ、JF福島漁連が総務大臣賞を受賞されました。受賞の対象と
なった取組は、原発事故後、試験操業・試験販売に主体となって取り組み、「常
磐もの」を待ち望んできた地元住民から全国各地の市場まで広く流通させた
一連の活動です。未曾有の被害を受ける中、JF福島漁連が復興プロジェク
トを立ち上げ、魚介類の安全性確保に向けた体制を整備し、試練を乗り切っ
た点が評価されたとのことです。授賞式に臨んだJF福島漁連の野崎会長は
「これは本格操業に向けて試験操業に取組む福島の漁業関係者全員が受賞し
たもの」と述べられていました。
　以上述べましたように、福島では安
全性を確認しながら魚介類を出荷して
います。近ごろ東北地方以外の鮮魚店
でも福島産の魚を見かけるようになっ
てきました。品質には定評のある「常
磐もの」ですので、皆様、福島の水産
物への「食べて応援」をよろしくお願
いいたします。

同じくＭEＣ認証を受けた
常磐もののマアナゴ

福島 のぞいて､ 食べて､
福島県漁業を知ろう 

福島県漁業の今と試食会の様子

JF福島女性連による
「サンマつみれ汁」の提供の様子

大阪シーフードショーにて

水産物の安全性に係る
プレゼンテーションの様子

ふるさとづくり大賞受賞者
表彰式でのＪＦ福島漁連野崎会長
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本冊子は水産庁ホームページでも掲載しています。 URL http://www.jfa.maff.go.jp/j/koho/pr/mado/index.html 漁政の窓 検　索

編集後記　 窓辺のカーテン

東日本大震災から７年が経過しました。この間、水産庁では、被災地の復旧・復興に全力で取り組み、また、
現場の皆さまのたゆまぬ御努力により、ほぼ全ての漁港で陸揚げ機能が回復、９５％の水産加工施設が業務
を再開しています。
水産庁としましては、震災の記憶を風化させることなく、引き続き、被災地の復興・創生に向けて、全力

で取り組んでまいります。
「漁政の窓」では、今後とも皆様の声を大切に満足して頂けるように取り組んで参りますので、ご理解とご
協力をお願いいたしますとともに、今後ともどうぞよろしくお願いいたします。
ご意見やご質問がありましたら、以下にお願いいたします。

ご意見　ご質問はこちらへ　 　URL http://www.maff.go.jp/j/apply/recp/index.html

水産庁施策情報誌 漁政の窓

編集・発行　水産庁漁政部漁政課広報班
〒100-8907 東京都千代田区霞が関1-2-1　合同庁舎1号館8階
代表　03-3502-8111（内線6505）
URL　http://www.jfa.maff.go.jp/

プレスリリース ２月分

発表年月日 発表事項名 担当課

H30.2.6 養殖生産数量ガイドライン（平成30年漁期）の制定について 栽培養殖課

H30.2.9 「平成29年度 水産関係公共事業に関する事業評価技術検討会」の開催及び一般傍聴について 計画課

H30.2.9 東シナ海におけるタンカー沈没事故による水産資源への影響調査の実施について 漁場資源課

H30.2.16 「水産政策審議会 第75回 企画部会」の開催及び一般傍聴について 企画課

H30.2.16 「第16回聞き書き甲子園フォーラム」の開催について 計画課

H30.2.19 「水産政策審議会 第87回 資源管理分科会」の開催及び一般傍聴について 漁政課

H30.2.20 平成29年の外国漁船取締実績について 管理課

H30.2.23 韓国による日本産水産物等の輸入規制に関するWTOパネル報告書の公表について 加工流通課

H30.2.23 「水産業の成長産業化を推進するための試験・研究等を効果的に実施するための国立研究開発
法人 水産研究・教育機構の研究体制のあり方に関する検討会（第4回）」の開催について 研究指導課

H30.2.28 「平成29年度浜の活力再生プラン全国推進会議」開催及び一般傍聴並びに平成29年度浜の
活力再生プラン優良事例の表彰について 防災漁村課

H30.2.28 「平成29年度 全国資源評価報告会」の開催及び一般傍聴について 漁場資源課




